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はじめに 
 

「南海トラフの巨大地震による震度分布・津波高等について（第一次報告）」（平成 24

年 3 月 31 日）の津波に関する報告では、南海トラフで想定される巨大地震による最大

クラスの津波の津波断層モデルを設定し、津波高等の概ねの傾向を把握するため、50m

メッシュの地形データ等を用い海岸における津波高等を推計し報告した。 

 

本報告では、津波断層モデルの点検・修正等を行うと伴に、10m メッシュの地形デー

タの作成・点検・修正を行い、その 10m メッシュの地形データ等を用いて津波が遡上

した浸水域・浸水深等を推計し取りまとめた。この検討では、各地域における津波避難

等の検討が具体的に行えるようするため、津波が伝播し遡上していく様子をより現実的

な条件で推計することとした。このため、長大な津波断層モデルの破壊の仕方について

は、第一次報告のように同時に破壊するモデルではなく、津波断層が破壊開始点から順

次破壊していく効果が反映されるモデルとした。 

また、設定した津波断層モデルによる地殻変動については、防災上の観点から見て安

全側の立場に立ち、陸域の沈降の効果は考慮し、陸域の隆起の効果は考慮しない条件設

定とした。また、堤防が機能する条件についても、より現実的な条件とするため、津波

が堤防を越えると当該堤防は破壊する（堤防なし）条件で推計することとした。 

 

本報告の津波断層モデルは、Mw９クラスの巨大地震の中でも最大級のものであり、

これにより推計される津波高・浸水域等は、最大クラスの津波によるものである。 

 

本報告で検討した巨大地震による最大クラスの津波の想定は、平成 23 年 9 月 28 日に

公表された、中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関す

る専門調査会」報告に示された考え方に基づいて作成したものである。同報告において、

今後、地震・津波の想定を行うに当たっては、「あらゆる可能性を考慮した最大クラス

の巨大な地震・津波を検討していくべきである」とされており、また、「想定地震、津

波に基づき必要となる施設設備が現実的に困難となることが見込まれる場合であって

も、ためらうことなく想定地震・津波を設定する必要がある。」とも指摘されていると

ころである。 

本報告における津波の想定は、この趣旨・指摘を踏まえ想定したもので、同報告に示

されている二つのレベルの津波のうち、発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大
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な被害をもたらす最大クラスの津波に相当するもので、他方のレベルの発生頻度の高い

津波とは区別して扱う必要がある。 

本報告結果に基づき今後の防災対策を検討するに当たっては、是非とも、これらの趣

旨・指摘を踏まえた上で、本推計結果の活用を願うものである。また、本推計結果につ

いての正確な理解を期すため、次のことを特に強調しておきたい。 

今回の推計結果は、決して、南海トラフ沿いにおいて次に起こる地震・津波を予測し

て検討したものではないということである。別の言い方をすれば、今回推計した最大ク

ラスの津波の発生確率、そしてその発生時期を予測することは、現在の科学的知見にお

いては極めて難しいということである。 

こうした現状を十分に踏まえ、南海トラフ沿いで起きる発生頻度の高い津波への備え

を万全にすると伴に、最大クラスの津波に対し十分に配慮した備えへの強化が必要であ

る。 

 

「備えあれば憂いなし」の格言のとおり、本推計が、事前の備えの一つとして、今後

の防災対策の充実、強化の契機となることを期待するものである。 

 

なお、今回、10m メッシュでの津波の浸水域・浸水深等を推計するため、最新のレー

ザープロファイラー等のデータを収集・整理し、10m メッシュでの地形データや堤防デ

ータ等を作成したが、このデータは必ずしも各地域の地形や堤防の高さ等を正確に反映

しているとは限らない。今後、各地域で活用するに当たっては、これらの点にも留意し、

必要に応じ点検・修正し活用されたい。 

 

  



  

  3  
 

Ⅰ．過去地震の津波断層モデルの特徴等 
 
１．大すべり域の面積とそのすべり量等について 

2011 年東北地方太平洋沖地震、2010 年チリ地震、2004 年スマトラ地震といった

世界の巨大な地震の解析事例の調査に基づき、津波断層モデルにおける「大（おお）

すべり域」（大きな断層すべりが生じた領域）の面積等に関する特徴を整理した。 

その結果は、次のとおりである（表 1.1～1.3，図 1.1，図 1.2 参照）。 

①津波断層面上には、津波断層の平均すべり量の２倍以上のすべり量の「大すべり域」

があり、2011 年東北地方太平洋沖地震では津波断層面の比較的浅い側に位置する。 

②「大すべり域」のなかの更に浅いトラフ沿い（或いは海溝沿い）の領域は、津波地

震を発生させる可能性のある領域で、津波断層の平均すべり量の４倍程度のすべり

量の「超大すべり域」となる場合がある。 

③「大すべり域」の面積は、全体面積の 20％程度で、その数は１～２箇所である。 

④「超大すべり域」の面積は、2011 年東北地方太平洋沖地震では、全体面積の約５％

である。 

 

２．津波断層モデルの平均応力降下量 

海溝型の津波断層モデルの断層全体の平均すべり量は、津波断層モデルの断層面の

全域に対する相似則（スケーリング則）による平均すべり量と概ね一致する。このこ

とを基本として、巨大地震の津波断層モデルの検討に適用する平均応力降下量につい

て、2011 年東北地方太平洋沖地震、2010 年チリ地震、2004 年スマトラ地震といっ

た世界の巨大地震と、日本周辺で発生したモーメントマグニチュード（Mw）８以上

の地震を対象に、津波データ或いは地殻変更データを用いて解析された断層モデルの

平均応力降下量を整理した（表 1.4）。 

解析対象とした地震は６例と少ないが、平均応力降下量の平均値は 1.2MPa、平均

値に標準偏差を加えた値は 2.2MPa（平均値から標準偏差を引いた値は 0.7MPa）で

ある。  
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Ⅱ．南海トラフの巨大地震の津波断層モデル 
 
１．津波断層モデルの平均応力降下量及び大すべり域等の設定 

2011 年東北地方太平洋沖地震、2010 年チリ地震、2004 年スマトラ地震といった世

界の巨大な地震の解析事例の調査に基づき、津波断層モデルの平均応力降下量、大すべ

り域、超大すべり域等の設定は、次のとおりとする。 

なお、具体的な大すべり域等の設定に当たっては、３次元的に複雑な曲面構造を持つ

津波断層面を、図 2.1 に示すように約 5km のメッシュの小断層で近似し設定した。 

 

（１）津波断層モデルの平均応力降下量 

巨大地震の津波断層モデルの平均応力降下量は、事例は 6例と少ないが、その平均値

は 1.2MPa、平均値に標準偏差を加えた値は 2.2MPa であった。しかし、Mw８よりも小さ

な地震も含めると、海溝型地震の平均応力降下量の平均値が 3.0MPa であることと、中

央防災会議ではこれまでの海溝型地震の津波の検討において、平均応力降下量は 3.0MPa

を用いてきた。 

これらのことを踏まえ、南海トラフの巨大地震の津波断層モデルで用いる平均応力降

下量は、3.0MPa とする。この値を津波の主部断層 （以下、単に「主部断層」という。

津波断層面の中で、強震断層域と同じく、プレート境界面の深さ 10ｋｍより深い領域。）

に適用し、主部断層の平均すべり量を算出する。 

主部断層の平均すべり量と平均応力降下量との関係は、地震の規模に関する相似則

（スケーリング則）と地震モーメントの定義式を用い、次式で表される。 

     D୫ ൌ α・Δσ୫・ S୫
ଵ ଶ⁄ μൗ 	 

ここで、D୫ ：主部断層の平均すべり量 

    Δσ୫ ：主部断層全体の平均の応力降下量 

    S୫	 ：主部断層全体の面積 

α  ：係数（ここで、α 	ൌ 	16	 	ሺ	7	･	ߨଶ ଷ⁄ 	⁄ ሻ	を用いる） 

μ  ：剛性率 

μ	 ൌ ρ・Vୱଶ  

μ は密度で 2.8g/cm３、vୱは S波速度で 3.82km/s とする 

 

（２）大すべり域、超大すべり域 

①津波断層面の中で、特に大きくすべる領域「大すべり域」は、津波の主部断層の深

さ方向の概ね半分より浅い側（深さ概ね 20kmよりも浅い側）に設定する。 
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②大すべり域の中のトラフ沿いの津波断層の領域は、津波地震を発生させる可能性が

ある領域であり、「大すべり域」よりもさらに大きくすべる可能性がある「超大す

べり域」として設定する。 

 

（３）大すべり域、超大すべり域の面積とその数 

①過去地震の解析事例に基づき、超大すべり域を含む大すべり域の面積は、大すべり

域の箇所数によらず断層全体の 20％程度とし、深さ概ね 20km からトラフ軸まで

の領域に概ね矩形型で設定する。 

②過去地震の解析事例では、多くの場合、超大すべり域を含む大すべり域は１～２箇

所である。 

 

（４）津波断層モデルにおける各小断層のすべり量 

①地震の規模に関する相似則（スケーリング則）をもとに、設定された平均応力降下

量を用いて、トラフ沿いの津波断層を除く主部断層の面積から、主部断層の地震モ

ーメントと平均すべり量を算出する。なお、この場合の相似則（スケーリング則）

は、強震断層モデルと異なり、主部断層の全体に対する全域モデルを基本とする。 

②津波断層モデルにおける各小断層のすべり量は、フィリピン海プレートの沈み込み

速度に比例し（図 2.2 参照）、かつ各小断層の地震モーメントの総和が主部断層の

地震モーメントになるよう配分する。 

③大すべり域における各小断層のすべり量は上記①で設定した平均すべり量の２倍

とする。超大すべり域の各小断層のすべり量についても、プレートの沈み込み速度

に比例し、平均すべり量の４倍で配分する。 

④超大すべり域となる可能性のある領域は、トラフ軸に平行に２段の小断層で近似し

ており、断層変位が滑らかになるよう、主部断層に近い側の小断層のすべり量は、

大すべり域と超大すべり域のすべり量の中間の値とする。なお、駿河湾内について

は、他の領域に比べ、プレート境界面の深さ 10km の位置はトラフ軸に近くなり、

また、トラフ軸沿い津波断層モデルの面積も狭くなることから、この領域は分岐断

層的な運動をする領域とみなすこととする。したがって、この領域が超大すべり域

となる場合のすべり量は、分岐断層と同じく、大すべり域のすべり量と同じとする。 

⑤主部断層の大すべり域を除く背景領域における小断層のすべり量は、プレートの沈

み込む速度に比例し、かつ背景領域各小断層の地震モーメントの総和と上記で設定

した主部断層の大すべり域における小断層の地震モーメントの総和が、主部断層の
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地震モーメントとなるよう配分する。 

⑥大すべり域における小断層に接する背景領域の小断層のすべり量は、大すべり域か

ら背景領域にかけての断層変位が滑らかになるよう、大すべり域と背景領域のすべ

り量の中間の値とする。 

⑦最も深い側の小断層のすべり量は、背景領域の 1/4 のすべり量とする。また、最も

深い側の小断層に接する小断層は、背景領域の 1/2 のすべり量とする。 

⑧なお、トラフ沿いの津波断層面の小断層について、超大すべり域に設定していない

小断層のすべり量は、超大すべり域の小断層に接しているものは、上記の大すべり

域と背景領域のすべり量の中間の値を設定し、それ以外の小断層のすべり量は０

（ゼロ）とした。 

 

（５）分岐断層とそのすべり量 

①分岐断層としては、構造探査でその確認がされている熊野灘のもののみを対象とす

る。 

②分岐断層は、その分岐する場所（深さ 10km）のところが大すべり域となった場合

のみ活動するとし、その際には、それに対するトラフ沿いの小断層のすべり量は０

（ゼロ）とする。 

③分岐断層が活動する場合のすべり量は、主部断層の大すべり域のすべり量と同じと

する。 

 

（６）津波断層モデルの地震モーメント及びモーメントマグニチュード 

津波断層モデルは、強震断層モデルと異なり、相似則（スケーリング則）は全域モ

デルを適用することとするが、各小断層の具体的なすべり量は、上記に従い設定され

る。 

従って、津波断層モデルの全体に対する地震モーメント（Mo୲）及びモーメントマ

グニチュード（Mw୲）は、次の 11 の検討ケースそれぞれ毎に、次の式を用い、小断

層の断層すべり量から各小断層の地震モーメント（Mo୧）を求め、その総和から算出

する。 

Mo୲	  			 ൌ 					 ∑Mo୧  

logMo୲ 						ൌ  1.5Mw୲		＋ 9.1	 

      ここで、Mo୧	＝	μ	・	D୧	・S୧ 

            ここで、D୧：i番目の小断層の断層すべり量  
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                S୧：i番目の小断層の断層面積 

                μ ：剛性率 

 

２．津波断層モデルの検討ケースとその破壊開始点等 

（１）大すべり域、超大すべり域等の位置と検討ケース 

古文書、津波堆積物等の調査によると、南海トラフで発生した過去の地震の津波高の

高い地域は、地震により異なる傾向が見られる。このことから、大すべり域、超大すべ

り域の位置については、南海トラフ沿いに網羅的にカバーして検討する必要がある。 

過去の津波から見ると、大すべり域の個数は１～２個であるが、大すべり域が１箇所

である場合の方がその面積が大きく、その結果、津波の高い領域が広がる。巨大地震の

津波断層モデルとしては、大すべり域とそのトラフ沿い側に超大すべり域があるケース

を検討することとし、大すべり域、超大すべり域が１箇所の場合を、「基本的な検討ケ

ース」として網羅的に検討する。 

さらに、「その他派生的な検討ケース」として、分岐断層が動くケースと、大すべり

域及び超大すべり域が２箇所のケースを検討する。なお、大すべり域及び超大すべり域

が２箇所のケースについては、大すべり域の間隔が大すべり域の幅と同じ程度の場合を

想定することとする。 

これら検討ケースは、次に示す通り、「基本的な検討ケース」は計５ケース、「その他

派生的な検討ケース」は計６ケースで、合計 11 ケースとなる（図 2.3）。 

これら各検討ケースの津波断層モデルの地震モーメント、モーメントマグニチュード、

平均すべり量等を、表 2.1 に示す。 

 

○［基本的な検討ケース］（計５ケース） 

＜大すべり域、超大すべり域が１箇所のパターン【５ケース】＞ 

ケース①：「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり」域を設定 

ケース②：「紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

ケース③：「紀伊半島沖～四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

ケース④：「四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

ケース⑤：「四国沖～九州沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定 

 

○［その他派生的な検討ケース］（計６ケース） 

＜大すべり域、超大すべり域に分岐断層も考えるパターン【２ケース】＞ 
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ケース⑥：「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を

設定 

ケース⑦：「紀伊半島沖」に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定 

 

＜大すべり域、超大すべり域が２箇所のパターン【４ケース】＞ 

ケース⑧：「駿河湾～愛知県東部沖」と「三重県南部沖～徳島県沖」に「大すべり域

＋超大すべり域」を 2 箇所設定 

ケース⑨：「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に「大すべり域＋超大すべり域」

を 2 箇所設定 

ケース⑩：「三重県南部沖～徳島県沖」と「足摺岬沖」に「大すべり域＋超大すべり

域」を 2 箇所設定 

ケース⑪：「室戸岬沖」と「日向灘」に「大すべり域＋超大すべり域」を 2 箇所設定 

 

（２）各検討ケースの破壊開始点等 

これまでの中央防災会議での津波の推計は、津波断層モデルの全域が同時に破壊する

としていた。津波高等の概ねの傾向を把握するために 50m メッシュで推計した第一次報

告の津波断層モデルも、全域が同時に破壊するとしたものである。しかし、今回のよう

な長大な津波断層モデルでは、津波断層の破壊伝播の様子により津波の襲来状況が異な

ることとなる。 

今回の検討では、津波断層モデルの破壊は、全域が同時に破壊するモデルではなく、

破壊開始点から破壊が始まり、順次断層破壊が伝播するモデルとし、各検討ケースに破

壊開始点を設定する。津波断層モデルの破壊開始点及び破壊伝播速度等は、東北地方太

平洋沖地震及び過去の事例も参考に、次のとおりとする。 

なお、実際には、津波断層の破壊開始点、破壊伝播は必ずしも想定とおりでない可能

性があることから、破壊開始点や破壊伝播等の違いにより、津波の高さや津波到達時間

等に幅があることに留意する必要がある。 

 

○各検討ケースの津波断層モデルの破壊開始点 

基本的な検討ケース（ケース①～ケース⑤）の破壊開始点は、それぞれの検討ケー

スの大すべり域の中心付近の深さ 20km 付近に設定する。ケース②については、過去

の昭和東南海地震、昭和南海地震の破壊開始点の位置を参考にし、強震動計算の破壊

開始点と同じ紀伊半島の潮岬沖の場所とする（図 2.4）。 
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その他派生的な検討ケース（ケース⑥～ケース⑪）は、基本的な検討ケース（ケー

ス①～ケース⑤）の派生タイプとして想定したものである。その他の検討ケースの破

壊視点は、基本的な検討ケースの破壊開始点のいずれかを適用することとし、具体的

には、各検討ケースについて、それぞれの大すべり域の中心付近にある破壊開始点を

選択し、それをその検討ケースの破壊開始点として設定する（図 2.4）。 

 

 

○破壊伝播速度及びライズタイム： 

破壊伝播速度及びライズタイムについては、平均的に利用されている値を参考に、

東北地方太平洋沖地震の解析結果も踏まえ、次のとおりに設定する。なお、東北地方

太平洋沖地震では、海溝沿いの破壊伝播速度は、それよりも深い場所に比べ遅いとの

解析結果もあるが、トラフ沿いの領域の幅が狭く、5 秒程度の差しか見込めないこと

から、今回の解析では、破壊速度は全域で同じとする。 

 

破壊速度     ： 2.5km/s  

ライズタイム ： 1 分 

 

３．津波断層モデルの比較 

本検討会における津波断層モデルと、中央防災会議(2003)年の津波断層モデルの比較

を行う（表 2.2）。 

（１）中央防災会議（2003）の津波断層モデル 

中央防災会議（2003）の津波断層モデルは、プレートの深さ 10～30km に断層す

べりがあるモデルで、1707 年宝永地震以降の５地震（1707 年宝永地震、1854 年安

政東海地震、1854 年安政南海地震、1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和南海地震）

の津波高資料を基に、それぞれの場所における最大の津波高の再現モデルであり、津

波高の資料から見ると、1707 年宝永地震、1854 年安政東海地震、1854 年安政南海

地震の津波高を包絡した津波を再現できるように津波断層のすべり量を設定したモ

デルである。 

このモデルの断層のすべり量から求めたモーメントマグニチュード（Mw）、平均

すべり量等は、Mw8.8、平均すべり量約 6.3m、最大すべり量約 15m（高知県沖）で

あった。相似則（スケーリング則）に、平均応力降下量 3.0MPa を設定すると、Mw8.8、

平均すべり量 7.9m で、このモデルは、相似則から見ても、概ね妥当なものと言える。 

このモデルは、フィリピン海プレートの沈み込む速度から見ると、平均すべり量は
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100～200 年間分の量に、最大すべり量は約 300 年間分の量に相当する。このモデル

には、大すべり域はあるが、超大すべり域はない。 

なお、プレート間の固着率は１より小さいと考えられ、実際には上記の年数より多

い年数を要するものと思われる。 

 

（２）本検討会の津波断層モデル 

本検討会の津波断層モデルは、平均応力降下量 3.0MPa として、主部断層の面積に

相似則を適用し平均すべり量を求め、大すべり域、超大すべり域のすべり量等を設定

したものである。主部断層は Mw9.0、平均すべり量 10m となる。津波断層モデルは、

検討ケースにより多少異なるが、津波地震として設定したトラフ沿いの津波断層モデ

ルも含めると、Mw9.1、平均すべり量約 10m、大すべり域及び超大すべり域のすべ

り量は、それぞれ約 20m、約 40m である。 

このモデルは、フィリピン海プレートの沈み込む速度から見ると、平均すべり量は

約 200 年分の量に、大すべり域、超大すべり域のすべり量は、それぞれ約 400 年分、

約 800 年分の量に相当する。なお、プレート間の固着率は１より小さいと考えられ、

実際には上記の年数より多い年数を要するものと思われる。 

なお、本検討会の津波断層モデルは、次に発生する可能性の高い津波断層モデルを

検討したものではなく、南海トラフで発生しうる巨大地震の津波断層モデルである。

このような津波の発生頻度は極めて低く、その発生時期は不明であるが、発生すれば

甚大な被害をもたらす最大クラスの津波である。 

地震・津波は自然現象であり不確実性を伴うものであるが、過去資料から求められ

た巨大津波の平均応力降下量の平均値とその標準偏差から推定すると、資料が少なく

その数値にバラツキはあるが、今回設定した平均応力降下量 3.0MPa より大きくなる

確率は７％程度である。 
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Ⅲ．津波の浸水域・浸水深等の推計手法 
 

今回の検討では、10m メッシュの地形データ等を用い津波が遡上する浸水域・浸水深

等を推計する。この推計は、各地域における津波避難等の検討が具体的に行えるようす

るため、津波が伝播し遡上していく様子が把握できるより現実的な条件で推計すること

とした。 

このため、長大な津波断層モデルの破壊の仕方については、第一次報告のように同時

に破壊するモデルではなく、津波断層が破壊開始点から順次破壊していく様子が反映さ

れるモデルとした。津波断層モデルによる地殻変動については、陸域の隆起地域につい

ては、地震前の標高に戻し推計することとした。また、堤防が機能する条件についても、

より現実的な条件とするため、津波が堤防を越えると当該堤防は破壊する（堤防なし）

条件で推計することとした。 

津波の具体的な計算条件等は、以下による。 

 

１．津波断層モデルによる地殻変動 

津波断層面を近似した小断層ごとに、食い違いの弾性体論に基づき海底地殻変動

（垂直変動量）を求める。今回検討する津波断層モデルは、破壊開始点から順次破壊

が伝播するモデルとしており、各小断層は、破壊開始点からそれぞれの小断層に破壊

が伝播する時間になった時点で破壊を開始し、ライズタイムの時間でその小断層に設

定された最終変位に達するとする。この間の変位は一定の割合で増加するとする。 

海底及び陸上の地殻変動は、地震発生からの経過時間に応じ、それぞれの経過時間

までの小断層による地殻変動量の合計と等しいとし、地殻変動による海面変位は、経

過時間とともに変化する地殻変動により時間差なしで与えられるとする。この際、地

殻変動による海面変位は、地殻変動の垂直変位量のみでなく、水平方向の海底地形の

起伏の移動による上下方向の地形変化量も加えたものとする。 

津波断層モデルから計算される地殻変動により隆起する場所では、その量に相当す

る分だけ陸域に襲来する津波の高さが低くなることになるが、実際の地震時には、必

ずしも計算とおりに隆起するとは限らない。津波断層モデルから計算された地殻変動

により地盤が隆起する陸域の地点においては、防災上危険側を考える観点から、隆起

しないものとして評価することとする。具体的には、その地点の陸域側の隆起量を 0

（ゼロ）m とし、海岸から沖合 10km まで範囲で海底の地殻変動量を低減しスムー

ズに接続することとする（図 3.1、図 3.2 参照）。 

今回の津波の推計では、津波断層による地殻変動は、破壊開始点から順次破壊が伝
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播する過程で算出される地殻変動の時間的な変化に対応するものとし、逐次、上記条

件を適用する方式とした。このことにより、時間的に変化する地殻変動について、沈

降は累積するが隆起は考慮されなくなることから、津波断層モデルにより隆起が算出

される地域も全体的には沈降地域となる。この量は、ほとんどの領域で０～0.2m 程

度で、最大でも 0.5m 程度である。図 3.3 に、各ケースの最終地殻変動を示す。 

上記モデルは、地震後、6～12 時間程度以内の津波の襲来状況を算出するためのモ

デルである。海岸の津波高は、算出された T.P.上の津波の高さに地殻変動の沈降量を

加えた値とする。なお、地震時の地殻変動で沈降し、津波が収まった後でも海水に覆

われた状態となる地域の沈降量は、断層全体が同時に破壊するモデルにより算出する。 

 

２．津波伝播・遡上計算 

・海底での摩擦及び移流を考慮した非線形長波理論により計算を行う。 

・津波伝播の計算は差分法により数値的に行う。 

・計算は、陸域側を最小 10m メッシュとし、外洋側により大きなメッシュを設定し

て（30m、90m、270m、810m）、接続計算により行う（図 3.4）。10m メッシュで

区分した領域数は約 400 である。なお、島嶼部についても、有人の島については

10m メッシュ計算となるようにした。 

・陸上の遡上部分における家屋等の障害物の効果は粗度係数で表現することとする 

 

３．堤防等の条件 

堤防（水門を含む）がある場合の津波の計算は、次の 2つの条件で推計する。 

○堤防が機能する場合の条件 

堤防を越える津波が襲来した場合、その堤防は、「破壊する」、「破壊しない」の

いずれかの状況が想定される。将来的な粘り強い堤防については、後者が想定され

るが、現状、そのような堤防は少ないと思われる。 

 このことから、堤防が機能する場合の条件を、より現実的にするため、 

「津波が堤防を越えると当該堤防は破壊する（堤防なし）とする」 

の条件で計算することとする。この条件は、国土交通省による「津波浸水想定の手

引き」と同じである。 

 

○ 地震動により堤防が機能しなくなる場合（堤防なし）の条件 

地震動により堤防が「沈下する」、「破壊する」ことが想定される。このような状

況の発生とその被害の程度についての具体的な検討は、「南海トラフ巨大地震対策

検討ワーキンググループ」で行われるが、震度６弱以上となると上記のことが発生



  

  13  
 

する可能性があると想定されている。 

本検討会においては、震度６弱以上の地域については、上記の「堤防が機能する

場合」に加え、「地震動により堤防が機能しなくなる場合」についても津波の計算

を行うこととする。 

堤防の「沈下」あるいは「破壊」の主たる要因は、液状化によると考えられるが、

これが何時発生するかは不明である。今回想定した強震断層モデルによる強震動は、

６弱以上の揺れとなる地域の中でも場所によって異なるが、早いところでは数秒後

から、遅いところでも 1～2 分後には大きな揺れとなり、2～3 分以上の強い揺れと

なる可能性がある。 

このような揺れの中で、どの時点で堤防が「沈下」、「破壊」するかは不明である

が、今回の検討では、どの地域も一律に、 

「地震発生から 3分後に堤防が破壊する(堤防なしとする)」 

の条件で計算することとする。 

 

（注）地形データとして設定されている堤防の取り扱い 

今回収集した地形データには、幅 10m 程度を超えるような堤防などは、地形と

して標高が与えられている。このため、このような堤防については、「堤防が機能

する場合」、「地震動により堤防が機能しない場合」のいずれの条件においても、「常

に堤防あり」の条件と同等の計算が行われていることとなる。 

各地域で具体的な浸水域等を検討するにおいては、このことに留意する必要があ

る。 

 

４．再現時間（計算時間）等 

津波の計算時間については、地震発生から 12 時間まで行うことを基本とし、津波

が十分収束しない場合には、12 時間以上計算を行うこととするとしていた。この計

算時間については、これまでの試算で、12 時間よりも短い時間で収束が見られるこ

とが分かった。 

このことから、計算時間は、最低 6 時間計算し、それ以降は計算に用いる 10m メ

ッシュの計算を行う設定範囲内において、浸水域の拡大が 2 時間で 1 パーセント未満

になった場合に計算を終了することとする。 

計算に当たっての潮位条件は、満潮位とする。なお、満潮位の設定は、「平成 24

年気象庁潮位表」より、各地の年間最高潮位を調べ、その値を参考に設定した（図

3.5、図 3.6）。津波高は、東京湾平均海面（T.P.）からの高さによって表示する。 

 

５．推計範囲 

津波高・浸水域を推計する範囲は、茨城県から鹿児島県までの太平洋沿岸、瀬戸内
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海沿岸、長崎県・熊本県・鹿児島県の東シナ海側、沖縄県、伊豆諸島、小笠原諸島と

する（規模の大きな湖沼岸、河川岸を含む）。 
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Ⅳ．地形データ等の作成 
 

10m メッシュ単位による津波計算で用いた地形データ等は、次のとおりである。ここ

での地形データ等とは、①海域の地形データ、②陸域の地形データ、③堤防データの３

種類とする。詳細は別添資料にまとめる。 

 

１．地形データ等の構成、座標系等 

作成したデータは、地形データ（海域の地形データ、陸域の地形データ）、堤防デー

タ（構造物のデータ（河川堤防、防潮堤、突堤、離岸堤含む））である。 

地形データは、平面直角座標系で作成した。 

地形データの間隔（メッシュサイズ）は、浸水計算するエリアは 10m、それ以外では

最小 10ｍで、30ｍ、90ｍ、270ｍ、810ｍ、2430ｍと設定した。なお堤防データは 10m

で作成した。 

 

２．海域等の地形データ 

（１）使用したデータ 

 海域の地形メッシュデータの作成に用いる資料を表4.1に示す。これらの座標系は、

世界測地系である。 

（２）海域の地形データの作成方法 

・表４.1 の右端欄に示した方法で海底面の水深（標高）からデジタルデータ（点デー

タ）を作成し、TIN（triangulated irregular network：不整三角形網）によりメッ

シュ化した。 

・JTOPO30 については、提供されている DEM（Digital Elevation Model：数値標高

モデル）データをそのまま用いた。 

・複数種類のデータが存在する範囲では、縮尺の大きい、より詳細なデータを優先し

て用いた。 

・水深の基準は、東京湾平均海面（T.P.）とした。海図および海底地形デジタルデータ

（等水深線）は、最低水面（Z0）基準で作成されているため、地域ごとの T.P.と Z0

の関係（海図に記載）から水深値を補正した。 

（３）湖沼の地形データの作成方法 

 浜名湖、逆裏、涸沼については、次の方法で地形データを作成した。 

・湖沼図に示された湖沼底の標高線データをデジタイズする。 

・デジタイズ化したデータを用いて湖沼底の標高の点データを作成。 
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・10ｍメッシュに含まれる点データの標高の平均値を 10ｍメッシュの標高値として与

えて、地形データを作成。 

 

３．陸域の地形データ 

（１）使用したデータ 

  陸域（河川部、海岸部および構造物含む）の地形メッシュデータの作成に用いた資

料を表 4.2 に示す。なお、表 4.2 の①～⑨のデータは、いずれも DEM データとして

提供されている。 

 

（２）陸域の地形データの作成方法 

複数の DEM データが存在する場合には、上記①～⑨の優先順位に従ってデータを

採用した。各 DEM データの標高基準は東京湾平均海面（T.P.）である。これらのデ

ータを用いて 10ｍメッシュの地形データを作成した。 

 

（３）海・陸境界の設定 

LP データ等の DEM データがある場合には、そのデータ境界（海域にはデータが

ない）を海岸線とし（図 4.1）、LP データがなく基盤地図情報のみの場合には、地図

上の海岸線の位置を目視による読み取りで海岸線とした。このようにして作成した

10ｍメッシュの標高値データの例を図 4.2、図 4.3 に、一次報告で使用した 50m メッ

シュ地形データとの相違（比較）を図 4.4、図 4.5 に示す。 

 

（４）河川部の地形データ作成 

「河川」は、前述した「海域」の延長として、内陸部のある程度の範囲が認定され

る場合がある。その場合、河床部の標高や形状、河岸の堤防の標高などは含まれてい

ないことから、主要な河川については、以下に示す方法で河川部の地形データ（水位

がない状態）を作成し、陸域の地形に重ね合わせた。 

 

a)河川の範囲 

海・陸境界から延びる基盤地図情報で内陸の水域で、水色で塗色されている範囲を河

川と認定し、上流側では、おおむね、「周辺の地盤標高が 30m」、「河床幅が 10m 以下」

になる箇所までを「河川」としてデータ化した。 
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b)使用したデータ 

対象とした河川は、次の２種類である（図 4.6、表 4.3 及び表 4.4）。 

①直轄河川 ・・・・・・ 河川縦横断測量データあり（表 4.3 の 97 河川） 

②直轄以外の河川（河口幅 30ｍ以上の都府県、政令指定都市管理の河川） 

         ・・・河川縦横断測量データなし（表 4.4 の 1153 河川） 

河川横断データは、標高を東京湾平均海面（T.P.）に換算して用いた。 

 

 （５）湖沼の地形データの作成方法 

 陸域のなかにある湖沼については、次の方法で地形データを作成した。 

・湖沼図に示された湖沼底の標高線データをデジタイズする。 

・デジタイズ化したデータを用いて湖沼底の標高の点データを作成。 

・10ｍメッシュに含まれる点データの標高の平均値を 10ｍメッシュの標高値として与

えて、地形データを作成。 

 

４．堤防データ 

（１）使用したデータ 

海岸部の堤防データの作成には、自治体提供のデータを優先して使用し、データが不

足する地域については、海岸保全区域図データを用いた。LP データは、これらのデー

タで入力できない突堤や離岸堤などの部分に用いた。 

 

（２）堤防データの作成 

・都府県提供のメッシュデータ 

都府県提供の堤防データは、メッシュに沿った段差のあるラインになっているため、

これを空中写真ないし LP データ、基盤地図情報による地形図上に投影し、目視によ

り位置を修正した上で、再度 10ｍメッシュに合わせてデータ化した。 

 

・平成 23 年受領「海岸保全区域図」デジタイズデータ 

5 万分の 1 海岸保全区域図をデジタイズし、「調査票」から標高を与えたデータを

用いて、保全区域として指定されている堤防等を読み取った。必要に応じて、空中写

真（無い範囲は基盤地図 2500）を重ね合わせて目視により位置を修正した上で、10

ｍメッシュに合わせてデータ化した。 

 



  

  18  
 

・LP データ 

突堤や離岸堤については、レーザプロファイラ（LP）から標高が与えられている

場合がある。このデータと基盤地図情報や空中写真を重ね合わせ、目視により堤防部

分を抽出し、位置、形状を確認した上で、ラインデータとして追加した。堤防の天端

高は、LP データに基づいて設定した。  
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Ⅴ．津波高等の推計結果等について 

Ⅱ．２．に示す「基本的な検討ケース」及び「その他派生的な検討ケース」の各検討

ケースについて、満潮位での津波高、到達時間、浸水域、浸水深等を推計した。これら

の詳細な結果等については、計算結果集に示す。 

これら推計結果の概要及び活用するに当たっての留意点等は、以下のとおりである。 

１．海岸の津波高について 

海岸の津波高は、原則として、陸域メッシュと海域メッシュの境界から 3 メッシュ

沖合（海岸線から概ね 20～30m 沖合）の海域メッシュにおける津波の高さとし、港

湾等の岸壁、堤防、砂浜海岸、海食崖等、海岸の形状等の区別なく当該市町村の全て

の海岸線にわたり算出した。 

本推計の10mメッシュの津波高と、一次報告の50mメッシュの津波高との比較を、

図 5.1～図 5.3 に示す。両者は概ね±１ｍの範囲で一致している。しかし、個々の地

点を見ると、より高くなるところ、より低くなるところがある。これらの地点の地形

等の例を、図 5.4、図 5.5 示す。 

これらの図から明らかなように、50m メッシュ単位では表現できない海底及び陸

域地形の変化が、10ｍメッシュ単位のものでは明瞭となり、10m メッシュでの津波

計算では、これら微細な地形の変化が正確に反映される。本報告の津波高は、第一次

報告の 50m メッシュのもの津波高に比べ、精度の高いものとなっている。 

海岸地形の精度が高くなると、海岸地形の変化に対応し津波高も変化し、津波高の

変化の差も大きくなる。このため、各検討ケースの津波高について、全体が概観でき

るよう、各市町村の津波高の最大値に加え、各市町村の全域の津波高の平均値を算出

し合わせて整理することとした（図 5.6、図 5.7、表 5.1、表 5.2 参照）。 

各検討ケースの津波高をみると、大すべり域及び超大すべり域が設定されている地

域の津波高は、明らかに他の地域に比べ高くなっていることが分かる。また、東京都

島嶼部、紀伊半島、四国及び九州地域については、地形的な特徴等により、それぞれ

の沖合に大すべり域及び超大すべり域がないケースにおいても、津波高は比較的高い

ものとなっている。 

一般的に、津波は、岬の先端、Ｖ字型の湾の奥、切り立った崖等で高くなる。各市

町村における津波高の最大値を見ると、このような海岸の津波高が市町村の最大津波

高となっている場合が多く、海岸地形等によっては周辺の 10m メッシュの値と比べ

ても特に高い値となっている場合もある（図 5.8～図 5.12 参照）。各市町村の海岸地

形によるが、津波高の平均値と最大値を比べると、最大値は平均値の約 1.5 倍、地域
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によっては 2～4 倍程度となっているところもある。 

 

２．津波の到達時間等 

 津波断層モデルは南海トラフの最大クラスの津波を想定したもので、その津波断層

域は、駿河湾域から四国の内陸の直下にまで及んでおり、地震の発生と同時に津波が

来襲し始め、次に、トラフ軸近くの超大すべり域で発生した特に大きな津波が押し寄

せてくることとなる。 

 このような特に大きな津波がそれぞれの海岸に襲来するまでに要する時間は、駿河

湾の沿岸地域のようにトラフ軸が直ぐ傍にある地域では、地震発生から数分後には

5m を超える津波が襲来し、高知県のようにトラフ軸から少し離れた場所では、5～10m

を超える大きな津波は地震発生から 20～30 分後となる。また、伊勢湾や大阪湾奥に

津波が襲来するにはさらに時間を要し、1時間～1時間半程度後となる。 

長大な津波断層域のそれぞれの場所で発生した津波は、互いに重なり合い、更にそ

れらが海岸で反射しながら、各地域の海岸に何度も押し寄せる。第１波だけでなく、

その後も、５、６時間から半日程度は繰り返し大きな津波が襲来するので、警戒が必

要である。また、津波の第 1波が押しで始まるか引きで始まるかについては、津波断

層のメカニズムや地域によって異なる。いつも同じと考えてはいけない。 

 

３．各検討ケースの津波高・浸水域等 

各検討ケースについて、市町村ごとに、津波高の平均値、ある浸水深以上の面積を

整理した結果の概況を示す。なお、浸水面積については、４．留意点の①に示す切り

上げた数値の浸水深ではなく、切り上げ前の浸水深の値で処理したものである。 

 

（１）［基本的な検討ケース］計５ケース 

＜大すべり域、超大すべり域が１箇所【５ケース】＞ 

ケース①：駿河湾～紀伊半島沖に「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.1） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：124 市町村（千葉県、東京都（島嶼部）、神奈

川県、静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分

県、宮崎県、鹿児島県の 13 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：21 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、三重

県、高知県、宮崎県の 5 都府県） 
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○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 

1.0m 以上 
浸水深 

2.0m 以上 
浸水深 

5.0m 以上 
浸水深 

10.0m 以上

面積 ha 約 101 千 ha 約 60 千 ha 約 37 千 ha 約 10 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 24 市町村（静岡県、愛知県、三重県、徳島県、高知県、大

分県、宮崎県の７都府県） 

 

ケース②：紀伊半島沖に「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.2） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：97 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、愛知県、

三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、鹿児島県の

11 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：14 市町村（三重県、和歌山県、高知県、宮崎

県の 4 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 91 千 ha 約 54 千 ha 約 33 千 ha 約 9 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 19 市町村（愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、高知県、

大分県、宮崎県の 7 都府県） 

 

ケース③：紀伊半島沖～四国沖に「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.3） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：91 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、愛知県、

三重県、大阪府、兵庫県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮

崎県、鹿児島県の 13 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：26 市町村（和歌山県、徳島県、高知県、宮崎

県の 4 都府県） 
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○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 88 千 ha 約 54 千 ha 約 33 千 ha 約 9 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 16 市町村（三重県、和歌山県、徳島県、高知県、大分県、

宮崎県の 6 都府県） 

 

ケース④：四国沖に「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.4） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：89 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、三重県、

兵庫県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、鹿児島県の

11 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：19 市町村（和歌山県、徳島県、高知県、宮崎

県の 4 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 87 千 ha 約 53 千 ha 約 33 千 ha 約 10 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 18 市町村（三重県、和歌山県、徳島県、高知県、大分県、

宮崎県の 6 都府県） 

 

ケース⑤：四国沖～九州沖に「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.5） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：91 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、三重県、

和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、鹿児島県の 10 都府

県） 

［10m 以上が想定される地域］：21 市町村（和歌山県、愛媛県、高知県、宮崎

県の 4 都府県） 
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○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 91 千 ha 約 57 千 ha 約 37 千 ha 約 13 千 ha 約 2 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 19 市町村（三重県、和歌山県、徳島県、高知県、大分県、

宮崎県の 6 都府県） 

 

 （２）「その他派生的な検討ケース」計６ケース 

＜分岐断層も考えるパターン【２ケース】＞ 

ケース⑥：駿河湾～紀伊半島沖に 

「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」（図 5.6） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：124 市町村（千葉県、東京都（島嶼部）、神奈

川県、静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分

県、宮崎県、鹿児島県の 13 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：23 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、三重

県、高知県、宮崎県の 5 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 99 千 ha 約 60 千 ha 約 37 千 ha 約 11 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 25 市町村（静岡県、愛知県、三重県、徳島県、高知県、大

分県、宮崎県の 7 都府県） 

 

ケース⑦：紀伊半島沖に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」（図 5.7） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：94 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、愛知県、

三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、鹿児島県の

11 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：17 市町村（三重県、和歌山県、高知県、宮崎



  

  24  
 

県の 4 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 89 千 ha 約 54 千 ha 約 33 千 ha 約 10,000 約 1,000 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 19 市町村（愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、高知県、

大分県、宮崎県の 7 都府県） 

 

＜大すべり域が２箇所のパターン【４ケース】＞ 

ケース⑧：「駿河湾～愛知県東部沖」と「三重県南部沖～徳島県沖」に 

「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.8） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：123 市町村（千葉県、東京都（島嶼部）、神奈

川県、静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分

県、宮崎県、鹿児島県の 13 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：23 市町村（東京都（島嶼部)、静岡県、三重

県、和歌山県、高知県、宮崎県の 6 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 100千ha 約 60 千 ha 約 37 千 ha 約 11 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 24 市町村（静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、

高知県、大分県、宮崎県の 8 都府県） 

 

ケース⑨：「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に 

「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.9） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：110 市町村（千葉県、東京都（島嶼部）、静岡

県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、

鹿児島県の 12 都府県） 
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［10m 以上が想定される地域］：21 市町村（和歌山県、徳島県、高知県、宮崎

県の 4 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 97 千 ha 約 59 千 ha 約 36 千 ha 約 9 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 23 市町村（愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、高知県、

大分県、宮崎県の 7 都府県） 

 

ケース⑩：「三重県南部沖～徳島県沖」と「足摺岬沖」に 

「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.10） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：95 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、三重県、

大阪府、兵庫県、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、鹿

児島県の 12 都府県） 

［10m 以上が想定される地域］：17 市町村（三重県、和歌山県、高知県、宮崎

県の 4 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 89 千 ha 約 53 千 ha 約 33 千 ha 約 10 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 18 市町村（三重県、和歌山県、徳島県、高知県、大分県、

宮崎県の 6 都府県） 

 

ケース⑪：「室戸岬沖」と「日向灘」に「大すべり域＋超大すべり域」（図 5.11） 

○津波高（平均津波高） 

［5m 以上が想定される地域］：94 市町村（東京都（島嶼部）、静岡県、三重県、

和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県、鹿児島県の 10 都府

県） 

［10m 以上が想定される地域］：27 市町村（和歌山県、徳島県、愛媛県、高知
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県、宮崎県の 5 都府県） 

○浸水面積 
 浸水深 

微弱以上 
浸水深 
1.0m 以上 

浸水深 
2.0m 以上 

浸水深 
5.0m 以上 

浸水深 
10.0m 以上

面積 ha 約 91 千 ha 約 58 千 ha 約 38 千 ha 約 13 千 ha 約 1 千 ha 

（1 千 ha（ヘクタール）単位に四捨五入） 

浸水深が微弱（0.01～0.3m）以上で 1 千 ha（10km2）以上の浸水面積が想

定される市町村は 18 市町村（三重県、和歌山県、徳島県、高知県、大分県、

宮崎県の 6 都府県） 

 

４．留意点 

本報告の利用にあたっては、下記の事項に留意する必要がある。 

 

（１）各メッシュの個々の値ではなく浸水域の広がり等をマクロ的に捉えること 

 本報告では、地形の条件を便宜上 10m メッシュ単位で区分し津波の高さや浸水深

等を計算しており、これら計算結果は各メッシュでそれぞれ異なる値をとり、隣接メ

ッシュの値が大きく異なる値になる場合がある。しかしながら、津波は、その先端等

を除くと、基本的には連続的に変化しており、隣り合うメッシュで津波の高さが大き

く異なる値になるというものでもない。また、浸水深は地面の標高との差で算出され

ることから、窪地、河川、湖沼等の 10m メッシュでは区別しきれなかった地形条件

等による標高データのばらつきにより、陸上での津波の高さ（標高）が同程度の地域

であっても、各メッシュの浸水深にばらつきがあり、隣接メッシュで大きく異なる値

になる場合もある。 

 

○したがって、津波高、浸水域・浸水深の資料を見る際には、計算されたメッシュの

数値や、ある値になるメッシュがどこに位置するかを厳密にとらえることは必ずしも

適切ではなく、どの程度の高さ（或いは浸水深）の津波がどのような地域に分布し広

がっているのかをマクロ的に見る必要がある。 

 

○特に、浸水深を見る際には、注意が必要である。平時、水が溜まっている窪地、湖

沼、河川等の地点については、川幅 30m 程度以上の河川等、ある程度規模が大きく

予めこれら種別と対応つけられているメッシュについては、その地点の浸水深は算出

していない。しかし、そうでない大半の地点については、それら地点の深さを標高と

して浸水深を算出している。周りに比べ明らかに深い浸水深の地点は、このような場

所である可能性が高い。 

浸水域及び浸水深の資料については、その地点がどのような場所であるかを認識の

上、浸水域の広がり等をマクロ的に見る必要がある。 
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これらの観点を踏まえ、本報告では、津波高や浸水深の数値及び対象とする市町村

の抽出等については、次の通りとしている。 

①津波高及び浸水深の数値  

津波の高さ（津波高）及び津波の浸水深を表す数値は、メートル以下第 2 位を四捨

五入し第 1 位を切り上げたメートル単位の数値とする。ただし、1m 以下については、

0.3m 以上 1.0m 以下を「1m」、0.01 以上 0.3m 未満を「微弱」、0.01m 未満を「津波

なし」とする。 

②津波高が一定の高さ以上の市町村 

例えば、津波高 10m 以上が想定される市町村等、海岸での津波高がある一定以上

の高さとなる市町村の抽出は、海岸の津波高の数値が地形条件等によりある程度ばら

ついていることを踏まえ、抽出対象とする津波高以上となっている 10m メッシュの

個数が 10 個以上ある場合とする。 

③津波の浸水域の面積と浸水する市町村 

浸水域の面積は、陸域メッシュのうち、河川及び湖沼に識別されるメッシュを除き、

津波の浸水深が 0.01m 以上（微弱以上）のメッシュを浸水ありメッシュとし、その

総面積を浸水域とする。 

津波が浸水する市町村の抽出においては、地形データ等のある程度のばらつきを考

慮し、浸水ありメッシュの個数が 10 個以上ある場合に、その市町村は浸水するとし、

10 個未満の場合は、浸水しない市町村として分類する。 

ただし、この面積には、予め対応がついていない規模の小さな窪地や河川等の領域

を含んでいることから、その面積が 10ha 未満の市町村については、浸水している可

能性がある市町村として抽出するものの、浸水面積は示さないこととしている（必要

に応じ、「＊」印で表記。）。 

④浸水深が一定以上の深さの市町村 

例えば、浸水深 2ｍ以上が想定される市町村等、浸水深がある一定上の高さとなる

市町村等の抽出は、地形データ等のある程度のばらつきを考慮し、当該市町村におい

て抽出対象とする浸水深以上となっているメッシュの個数が 10 個以上ある場合とす

る。 

ただし、この面積には、予め河川等の扱いとなっていない規模の小さな窪地や河川

等の領域を含んでいることから、その面積が 10ha 未満の市町村については、浸水し

ている可能性がある市町村として抽出するものの、浸水面積は示さないこととしてい

る（必要に応じ、「＊」印で表記。）。 
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（２）陸域における津波被害と浸水深との関係 

海岸における津波高よりも標高の低い全ての地域が浸水すると誤解している方も

少なくない。海岸の津波高は、港湾等の岸壁、堤防等の形状や砂浜海岸、海食崖等の

地形条件により高さが異なる。また、陸域に津波が浸水すると、陸域の地形等の形状

や津波の周期等によっても異なるが、一般的には津波は減衰し、浸水深は内陸に入る

につれて小さくなる。 

陸域における津波の被害は、この浸水深の深さにより被害の程度は大きく異なる。

避難や防災対策を検討する上では、海岸の津波高ではなく、津波の浸水域及び浸水深

を用いて検討する必要がある。 

 浸水した面積等の分類整理にあたり、目安とした浸水深の深さは、次の通り。 

 ○0.3ｍ以上：避難行動がとれなく（動くことができなく）なる 

○１ｍ以上：津波に巻き込まれた場合、ほとんどの人が亡くなる 

○２ｍ以上：木造家屋の半数が全壊する（注；３m以上でほとんどが全壊する） 

○５ｍ以上：２階建ての建物（或いは 2 階部分までが）が水没する 

○10m 以上：３階建ての建物（或いは３階部分までが）が完全に水没する 

 

（３）地震動により堤防が機能しなくなる場合の浸水域等について 

 津波の推計は、Ⅲ．３．堤防等の条件で示したとおり、堤防が機能する場合の条件

（津波が堤防を越えるまでは当該堤防は機能し、堤防を越えた時点で破壊 (堤防な

し)とする）を基本とし、加えて、地震動により堤防が機能しなくなる条件（地震発

生から 3分後に、震度 6弱以上となる可能性のある地域の堤防・水門が破壊（堤防な

し）とする）の浸水域も推計している。 

獅子振動により堤防が機能しなくなる場合の浸水域は、津波被害を想定する際の基

礎資料として推計したもので、地震時に 6弱以上となる堤防がすべて壊れるというも

のではない。 

 この資料の活用に当たっては、これらのことに十分留意して活用する必要がある。 

 なお、本報告では、大きな土堤は、その地域の地形として入力されていることから、

本報告の推計上は、常に機能するものとして取り扱われている。 

このため、このような堤防が機能しなくなった場合、浸水域がどの程度広がるかを

みるため、参考として、木曽川、長良川の河口付近の大きな土堤を取り除いた場合の

例を試算した。条件によっては、このように浸水域が広がる可能性もあることに留意
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する必要がある。 

 

（４）地殻変動により沈降し、海水に覆われた状態となる地域について 

地震時の地殻変動で沈降し、地面が海面よりも低くなった標高の地域では、津波が

収まった後でも、海水に覆われた状態となる。また、ゼロメートル地域等はで、大き

な津波の襲来がなくとも、地震で堤防等が破損した場合には、その破損が一部であっ

ても全ての地域が海水に覆われた状態となる可能性がある。 

このような状況となった場合、浸水した海水の深さが小さくても、それら地域の地

下街、地下室等の地下空間は完全に水没した状態となることから、留意が必要である。

これら空間を多く持つ都市部においては、特に留意する必要がある。 

なお、津波が収まった後でも海水に覆われた状況となる地域の広がりと、津波によ

る浸水域とを比較すると、ある程度大きな津波が遡上する地域は、津波の浸水域の方

が広く、津波が小さな地域では、6～12 時間までの津波の浸水域より、その後海水に

覆われる地域の方が広くなる。 

津波の浸水域及び地殻変動により海水に覆われた状態となる地域の資料の活用に

当たっては、このことに留意する必要がある。 

 
（５）その他、個別防災対応を検討する際の考慮事項 

個別防災対応を検討するに当たっては、それぞれの地域の実情を踏まえ、本報告で

述べた事項に加え、大きな津波が襲来するまでの時間、その時の潮位、海岸堤防等の

高さとその耐震性、津波の引き波の大きさ等を考慮する必要がある。 
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Ⅵ．時間差をもって地震が発生した場合の津波 
 
 南海トラフで発生した過去の地震の事例を見ると、1707 年宝永地震は全域がほぼ同時

に破壊された地震と考えられているが、1854 年安政東海地震と 1854 年安政南海地震は

約 30 時間の時間をおいて発生し、1944 年昭和東南海地震と 1946 年昭和南海地震の発生

には、約 2年の時間差がある。南海トラフで発生する地震は、全域がほぼ同時に破壊す

る場合、時間をおいて別々に破壊する場合など、地震の発生場所、規模等に多様性があ

る。 

このため、昨年（平成 23 年）9月 28 日の「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・

津波対策に関する専門調査会報告」では、同時に発生する場合が最悪の結果をもたらす

とは限らないことから、時間差を持って発生する場合も併せて検討することが必要とさ

れている。 

数分から数時間の時間差で地震が発生した場合、それぞれの地震の津波の重なりによ

り、津波高がさらに高くなる可能性がある。今回の検討では、このケースについて検討

した。数日から数年規模の時間差発生のケースについては、今後の防災対策の検討にお

いて必要となる場合に検討することとする。 

 

１．時間差をもって発生する地震の想定 

 今回検討した南海トラフの最大クラスの津波は、Mw９クラスの巨大地震による津波

を想定したもので、想定した津波断層モデルは、巨大地震の震源断層域がほぼ同時に

破壊するモデル、「大すべり域」に加え「超大すべり域」を持つ巨大なモデルである。 

これに対し、時間差をもって発生する地震としては、1854 年安政東海地震と 1854

年安政南海、1944 年昭和東南海地震と 1946 年昭和南海地震の事例を踏まえ、紀伊半

島より東側の領域と西側の領域がそれぞれ時間差をもって破壊する地震を想定する

こととする（図 6.1 上図参照）。このような、震源断層域が幾つかの地震に分かれて

時間差で破壊する場合には、トラフ沿いの浅部領域まで破壊する地震となる可能性は

低く、「超大すべり域」は持たない可能性が高いと考えられる。 

したがって、時間差をもって発生する地震としては、「大すべり域」のみを持つ地震

を想定し、その震源断層域は、過去の事例と同じく、紀伊半島より東側の領域を破壊

する地震とそれより西側の領域を破壊する地震とを想定し検討することとした。「大

すべり域」の位置は、それぞれの領域の中心付近に置くこととする。検討する津波断

層モデルを図 6.1 下図に、その計算結果を図 6.2 に示す。これら地震の津波断層モデ
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ルを、それぞれ「東側モデル（駿河湾域・東海域）」、「西側モデル（南海域・日向灘

域）」と呼ぶこととする。 

  

２．時間差をもって発生する地震の津波高 

  最近の過去事例を見ると、東側の地震が先に発生し、次に西側の地震が発生してい

る。しかし、今後も同じく、東側の地震が先行するとは限らない。このため、東側モ

デルの地震が先行する場合と、西側モデルの地震が先行する場合の両方を検討するこ

ととした。 

この検討を行うに当たり、非線形長波式での数値シミュレーションを行い、どの程

度線形重ね合わせが成り立つかを検討した。結果、東側モデルと西側モデルの境界付

近で波のピークが複雑に重なるような場合には、それぞれのモデルの津波波形の線形

重ね合わせはあまり成立していないことがわかった（図 6.3）。 

このことから、東側モデルと西側モデルが時間差をもって発生する場合の津波高は、

時間差±（0、5、10、15、20、40）分については、それぞれの時間差で地震が発生し

た場合の津波を計算し、それよりも長い±60 分以上については、東側モデル、西側

モデルそれぞれで計算した津波波形の線形重ね合わせの津波波形を用いて検討する

こととした。 

 

３．地震が時間差発生した場合の津波高と最大クラスの津波高との比較 

 巨大地震による最大クラスの津波高と、東側モデル、西側モデルの時間差発生によ

る津波高とを比較した。結果を図 6.4～図 6.5 に示す。なお、比較に用いた最大クラ

スの津波高は、ケース①～ケース⑪の 11 ケースの最大値である。 

 これらの図から、いずれの時間差においても、東側モデルと西側モデルの時間差発

生の津波高は、最大クラスの津波高の方を上回らないことが分かる。なお、時間差発

生の津波高の図で見た場合、津波高が１－２ｍの一部の地域で、最大クラスの津波高

より津波が若干大きくなっている地域が見られるが、これら地域は潮位が１－２ｍで     

津波そのものは小さく、両者の津波の差は計算上のバラツキの範囲である。 

地震が時間差発生した場合の津波高は、地域のよってはそれぞれが単独で発生した

場合の津波高よりも高くなるが、今回想定の最大クラスの津波高を超えることはない。 
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おわりに 
 
今般、南海トラフで想定される巨大地震による被害想定等を検討する過程において、

本検討会では、津波について、津波断層モデルの点検・修正等を行うと伴に 10m メッシ

ュの地形データの作成・点検・修正を行い、津波高、津波の浸水域・浸水深等を推計し

た。 

津波断層モデルについては、巨大地震の中でも最大級のものであることを確認した。

津波断層の破壊の仕方については、第一次報告のような津波断層が同時に破壊するモデ

ルではなく、破壊開始点から順次破壊していく効果が反映されるモデルとし、「基本的

な検討ケース」計５ケース、「その他派生的な検討ケース」計６ケースの合計１１ケー

スに対し、10m メッシュで津波を計算し、それぞれケースについて津波高・浸水域等を

推計し取りまとめた。ここで取りまとめた津波高・浸水深等は、巨大地震の中でも最大

級の津波断層モデルによる最大クラスの津波についての津波高・浸水深等である。 

また、地震が時間差発生した場合の津波について、時間差発生が想定される地震の津

波断層モデルを東側モデル、西側モデルとして想定し、それらが時間差をおいて発生し

た場合の津波高と、最大クラスの津波高とを比較し、最大クラスの津波高の方が高いこ

とを確認した。 

なお、本検討会での直接の検討事項ではないが、南海トラフにおける発生頻度の高い

津波についての基本的な考え方については、中央防災会議（2003）の津波高等の取り扱

いも含め検討し、断層変位量の違いによる津波高の比較資料と合わせて参考資料として

取りまとめた。今後の検討の参考とされたい。 

 

津波に関する基本的な検討事項については、今回取りまとめたところであるが、今後

も引き続き、防災対策の検討において必要となる事項があれば検討することとする。 

 

本報告の巨大地震の津波断層モデルは、巨大地震の中でも最大クラスのものであり、

本推計の津波高・浸水域等の趣旨等については、「はじめに」で述べたとおりである。

その上で、本推計結果の活用に当たっての留意点を若干付言する。 

 

・関東地方から九州地方にわたる極めて広範囲の領域の全体を捉えた防災対策の基礎資

料とするためのものであり、それぞれの局所的な地点における最大の津波高を示すも

のではない。このため、今後、地方公共団体等が個別地域の防災対策を検討するに当
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たっては、各地域のより詳細な地形データや現況等を用いて改めて検討する必要があ

るほか、各種パラメータについても、それぞれの目的に応じて適切に修正することが

必要である。 

 

・地震・津波は自然現象であり不確実性を伴うものである。本報告の津波断層モデルは

巨大地震の中でも最大クラスのものを想定したものであるが、想定される津波高はあ

る程度幅を持ったものであり、それらを超える津波が発生することもあり得ることに

注意が必要である。 

 

・今回の検討は、一般的な防災対策を検討するための最大クラスの津波を検討したもの

であり、より安全性に配慮する必要のある個別施設については、個別の設計基準等に

基づいた津波の推計が改めて必要である。 

 

・今回の検討は、あくまでも現時点の科学的知見に基づいたものであり、今後の科学的

知見の蓄積を踏まえて検証し、必要に応じて修正していくべきものである。このため、

現時点では過去地震の知見も限られることから、古文書調査、津堆積物調査等の一層

の促進を図り、南海トラフにおける巨大地震の全容を解明するための継続的な努力が

必要である。 

 

最後に、本推計はいくつかの前提条件はあるものの、これまでの想定地震への真摯な

反省の上に立ち、東北地方太平洋沖地震発生後一年余りという短い期間の中で、昨年（平

成 23 年）8 月に第 1 回の「南海トラフ巨大地震モデル検討会」を開催して以降、24 回

に上る検討を重ね、巨大地震の津波等に関する詳細な分析と、現時点の最新の科学的知

見を広く結集して得られた成果であることを申し添える。 
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（参考）本検討会における用語の取扱について（第一次報告再掲） 

 

南海トラフの巨大な地震・津波に関する報告は、国や地方公共団体の防災担当者に

加えて、防災に関係する地震や津波の専門家等にも広く活用されることが想定される。

このため、この報告で用いる用語については、一般の方々に分かり易いものとするこ

とと併せて、専門家にも誤解なく理解されるものとする必要があることから、アスペ

リティ等、断層モデル等に関する専門用語については、誤解を与える可能性のある用

語を避けることが望ましい。 

したがって、地震調査委員会等からのご意見や、同委員会事務局との意見交換を踏

まえ、本検討会における用語の取扱を次のとおりとする。 

（１）アスペリティに替わる用語 

本検討会は、「アスペリティ」は、強い強震動を発生させる領域と、断層すべり

の大きな領域の両方を示す用語としてこれまで使用してきた。 

しかし、2011 年東北地方太平洋沖地震の詳細な解析の結果、両者は必ずしも一

致するものでなく、領域的にも異なる場合があることが明らかとなった。 

「アスペリティ」は、これまで専門家のなかでも多様な意味を持つ用語として使

用されてきており、今回、誤解が生じないように次のとおり分類して整理すること

とする。 

①強震動生成域 

震度分布を評価するための断層モデルに使用する用語で、断層面のなかで特に強

い地震波（強震動）を発生させる領域を言う。断層面のその他の領域は、従来と同

様、強震動生成域の背景領域と言う。 

②大すべり域、超大すべり域 

大すべり域は、津波を評価するための断層モデルに使用する用語で、断層面のな

かで大きく滑る領域を言う。その中でも特に大きく滑る領域を、超大すべり域と言

う。断層面のその他の領域は、津波背景領域と言う。 

 

（２）「断層モデル」等の呼称 

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断層モデルと言

う。 

震源断層モデルには、強震動を評価するための断層モデルと、津波を評価するた

めの断層モデルがある。また、津波を評価するための断層モデルにより海域に形成
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された地殻変動により津波が発生することから、海域の地殻変動の領域が津波波源

域と呼ばれている。 

これらの用語について、誤解が生じないよう次のとおり分類して整理することと

する。 

①震源断層モデル 

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断層モデルと言

う。 

②強震断層モデル 

強震動（強震波形、震度）を評価するための断層モデルを強震断層モデルと言う。 

③津波断層モデル 

津波を評価するための地殻変動を計算する断層モデルを津波断層モデルと言う。 

④トラフ沿い（海溝沿い）津波断層モデル 

トラフ沿い（或いは海溝沿い）の浅部領域だけが破壊することにより発生する高

い津波を評価するための断層モデルを、トラフ沿い（或いは海溝沿い）津波断層モ

デルと言う。 

⑤震源断層域 

地震時に動いた断層の領域であり、強震断層モデル、長周期地震断層モデル、津

波断層モデルを包絡する領域である。 

なお、強震断層モデル、長周期地震断層モデル、津波断層モデルに対応する領域

を、それぞれ強震断層域、長周期地震断層域、津波断層域と言う。また、トラフ沿

い（海溝沿い）津波断層モデルに対応する津波地震を考える領域は、トラフ沿い（海

溝沿い）津波断層域と言う。 

 

【補足】 

①震源域 

基本的には、震源断層域と同じである。しかし、強震断層モデルに対応する

断層域を単に震源域と呼ぶこともあり、これまで定義が曖昧であった。 

本検討会の中間とりまとめ及びこれまでの中央防災会議の報告では、強震断

層モデルに対応する領域を震源域と呼んできた。今後、混乱が生じないように

するためにも、本検討会では、震源域の用語は用いないこととする。 

②津波波源域 

津波を発生させた海の領域である。地震時の断層運動により海域に形成され
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た地殻変動により津波が発生することから、津波波源域は、概ねこの地殻変動

の海域の領域に相当する。 

本検討会の中間とりまとめ及びこれまでの中央防災会議の報告では、津波断

層モデルに対応する領域を、津波波源域と呼んできた。今後、混乱が生じない

ようにするためにも、本検討会では、津波波源域の用語は用いないこととする。 

③分岐断層 

プレート境界面から枝分かれした陸のプレート内の広角の逆断層のこと。 

 

（３）強震断層モデルの断層パラメータ相似則を適用する方法の使い分けによる取扱 

考慮する強震断層モデルの断層面の全域に対して相似則を適用するか、その断層

面を複数のセグメントに分割し、個々のセグメントに対して相似則を適用するかに

より、次のとおり分類して整理することとする。 

②セグメントモデル（カスケードモデル） 

断層面を複数のセグメントに分割し、個々のセグメントに対して相似則（スケー

リング則）を適用するモデルである。カスケードモデルと称される考え方のモデル

である。 
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地震名・参考文献 Ｍ※

大きなすべり領域
(平均×1.5倍以上)

大きなすべり領域
(平均×2倍以上)

割合(%) 個数 割合(%) 個数

1960年チリ地震
Fujii and Satake（投稿中）

9.5 30 3 19 2

1964年アラスカ地震
Johnson and Satake（1996）

9.2 30 2 25 1

2004年スマトラ島沖地震
Fujii and Satake（2007）

9.1 18 1 18 1

1952年カムチャツカ地震
Johnson and Satake（1999）

9.0 33 2 25 3

2010年チリ地震
Fujii and Satake（投稿中）

8.8 22 3 11 2

平均 － 27% 2.2個 20% 1.8個

※マグニチュードはUSGSによる

表1.2 Ｍ９以上の既往地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合

表１.１ 2011年東北地方太平洋沖地震の津波断層モデルにおける大きなすべり
領域の割合

参考文献 Ｍ

大きなすべり領域
(平均×1.5倍以上)

大きなすべり領域
(平均×2倍以上)

割合(%) 個数 割合(%) 個数

①Fujii et al. (2011)

9.0

23 1 18 1

②今村ほか（2011） 20 2 20 2

③内閣府検討モデル
（参考資料）

25 2 17 2

④津波高＋地殻変動を合わ
せたインバージョン結果

26 1 15 1

平均 － 24% 1.5個 18% 1.5個
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表1.3 南海トラフで発生した既往地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域
の割合

地震名

大きなすべり領域
(平均×1.5倍以上)

大きなすべり領域
(平均×2倍以上)

割合(%) 個数 割合(%) 個数

1944年昭和東南海地震

① Tanioka and Satake
（2001a）

26 2 17 2

②Baba et al.（2002） 25 1 12 1

1946年昭和南海地震

① Tanioka and Satake
（2001b）

28 3 10 2

②Baba et al.（2002） 31 2 24 3

1854年安政南海地震
①行谷（2006）

25 1 11 2

平均 27% 1.8個 15% 2.0個
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震源

地殻変動量(m)

隆起 1 0.0

5.0

0.0

-5.0

沈降 --1 0.0

震源

断層すべり量分布（合計） 地殻変動量分布

図1.1 2011年東北地方太平洋沖地震の津波の解析結果による断層すべり量分
布および地殻変動量分布（内閣府検討モデル）

引用論文 最大すべり量
Ide et al. (2011) 約30m
Lay et al. (2011) 約63m
Lee et al. (2011) 約50m
Suzuki et al. (2011) 約48m
Yagi and Fukahata (2011) 約50m
Yoshida et al. (2011) 約38m
国土地理院・海上保安庁(2011) 約56m以上

※太線は最大すべり量の約2/3以上、細線はすべった全領域に

相当するコンター。具体的な数値は以下の通り。

引用論文 すべり量

Ide et al. (2011) 太線20m、細線4m
Lay et al. (2011) 太線40m、細線5.65m
Lee et al. (2011) 太線30m、 細線5m
Suzuki et al. (2011) 太線30m、細線5m
Yagi and Fukahata (2011) 太線35m、細線 5m
Yoshida et al. (2011) 太線24m、細線4m
国土地理院・海上保安庁(2011) 太線40m、細線 4m

震源

図1.2 2011年東北地方太平洋沖地震の地震波形解析および地殻変動解析による断
層すべり量分布との比較
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図2.1 津波断層面の設定

図2.2 プレート速度に対応した津波断層面のすべり量の配分

プレートのすべ
り速度(mm)



図2.3(1) 大すべり域、超大すべり域が１箇所のパターン【５ケース】
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【基本的な検討ケース】（計５ケース）

【ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に
「大すべり域＋超大すべり」域を設定】

【ケース②「紀伊半島沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース③「紀伊半島沖～四国沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース④「四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定】

【ケース⑤「四国沖～九州沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を設定】



図2.2(2) 大すべり域、超大すべり域に分岐断層も考えるパターン【２ケース】

図2.3(3) 大すべり域、超大すべり域が２箇所のパターン【４ケース】
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【その他派生的な検討ケース】（計６ケース）

【ケース⑥「駿河湾～紀伊半島沖」に
「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑦「紀伊半島沖」に
「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑧「駿河湾～愛知県東部沖」と「三重県南部沖～
徳島県沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑨「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑩「三重県南部沖～徳島県沖」と「足摺岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑪「室戸岬沖」と「日向灘」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定】
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表2.1.1 各ケースの地震モーメント及びマグニチュード等（基本的な検討ケース）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

0.0-10.0km - - - - - - - - - - - - - - - - - 0.00 4.00 4.00 1.50

10.0-16.7km 7.00 10.00 5.50 4.50 12.00 12.00 8.00 5.50 4.00 7.00 5.00 6.00 7.50 6.50 5.50 6.00 6.50 4.00 4.00 4.00 4.00

16.7-23.3km 7.50 6.00 3.00 3.00 14.00 12.00 8.50 7.00 5.50 6.50 5.50 8.50 5.50 5.50 6.50 5.50 5.50 4.00 4.00 4.00 4.00

23.3-30.0km 8.00 1.00 0.50 2.50 11.00 15.00 8.00 6.00 6.50 6.50 5.50 5.50 6.50 6.50 6.50 5.50 5.00 4.00 4.00 4.00 4.00

深度
各セグメントのすべり量分布(m)

表2.2 中央防災会議（2003）の津波断層モデル

ケース 面積（m2) Mo(Nm) Mw
換算Δσ

(MPa)
平均すべり量

(m)

ケース① 1.4×1011 6.1×1022 9.1 2.72 10.3

ケース② 1.4×1011 6.3×1022 9.1 2.82 10.7

ケース③ 1.4×1011 6.4×1022 9.1 2.86 10.9

ケース④ 1.4×1011 6.4×1022 9.1 2.84 10.8

ケース⑤ 1.4×1011 6.3×1022 9.1 2.80 10.7

ケース 面積（m2) Mo(Nm) Mw
換算Δσ

(MPa)
平均すべり量

(m)

ケース⑥ 1.4×1011 5.4×1022 9.1 2.33 9.0

ケース⑦ 1.4×1011 5.3×1022 9.1 2.30 8.8

ケース⑧ 1.4×1011 6.2×1022 9.1 2.74 10.4

ケース⑨ 1.4×1011 6.7×1022 9.1 2.97 11.3

ケース⑩ 1.4×1011 6.4×1022 9.1 2.84 10.8

ケース⑪ 1.4×1011 6.6×1022 9.1 2.94 11.2

表2.1.2 各ケースの地震モーメント及びマグニチュード等（その他派生的な検討ケース）
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図2.4 津波断層モデルの破壊開始点
地震断層モデルの破壊開始点及び強震動生成域（基本モデル）との比較



図3.1 隆起量の低減概念図

地盤の隆起量

10km

陸域の隆起量をゼロとし、海岸からの距離
が１０ｋｍの範囲で海底の隆起量を低減し
スムーズに接続
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陸域が隆起した場合

地盤の沈降量

陸域が沈降した場合

※海岸での津波の高さは
陸域の沈降量を加算

地震発生前

陸域の隆起量をゼロとする

T.P.※
T.P.

※T.P.：東京湾平均海面

T.P.
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ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり」域を設定

断層モデル

図3.2(1) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース①）

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース②「紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

図3.2(2) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース②）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース③「紀伊半島沖～四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

図3.2(3) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース③）

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0



57

ケース④「四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

図3.2(4) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース④）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース⑤「四国沖～九州沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

図3.2(5) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑤）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース⑥「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定

図3.2(6) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑥）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース⑦「紀伊半島沖」に「大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）」を設定

図3.2(7) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑦）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース⑧「駿河湾～愛知県東部沖」と「三重県南部沖～徳島県沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定

図3.2(8) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑧）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース⑨「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定

図3.2(9) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑨）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0



63

ケース⑩「三重県南部沖～徳島県沖」と「足摺岬沖」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定

図3.2(10) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑩）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0
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ケース⑪「室戸岬沖」と「日向灘」に
「大すべり域＋超大すべり域」を2箇所設定

図3.2(11) 第1次報告の隆起・沈降量との違い（ケース⑪）

断層モデル

第1次報告の隆起・沈降量

（陸域も隆起する）

変更後

（陸域の隆起量をゼロとし、

海岸から10kmの範囲で低減）

変動量(ｍ)

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0



10m

30m
90m
270m

810m

2430m
（格子間隔）
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図3.4 津波計算に用いるメッシュの概念図

計算に用いる地形メッシュデータの感覚は、最小10m,30m,90m,270m,810m,2430m
と設定した。

対象範囲 データ名
作成・

整備機関
デジタル化の方法

海域

①海図（港泊図）
〔縮尺1/3,000～1/15,000〕 海上保安庁

図面の海底面標高の
点データを読み取り。

②海底地形デジタルデータ（等水深線）
M7000 シリーズ、M5000シリーズ
〔縮尺1/50,000相当〕

(財)日本
水路協会

標高のラインデータを
点データに変換。

③JTOPO30（日本近海30秒グリッド水深
データ）

〔約1km×1kmグリッド〕

(財)日本
水路協会

DEMデータとして提供
されている。

湖沼
④湖沼図（浜名湖、逆浦、涸沼）

〔縮尺1/10,000〕 国土地理院
図面の標高のライン
データをデジタイズし
て点データに変換。

表4.1 海域の地形メッシュデータの作成に用いた資料

※JTOPO30：品質管理済みの測量データや水深データセット、および等深線図の数値化データを基に、
精度の高いデータを優先して統合編集した日本周辺海域における緯度経度30秒グリッド
の水深データファイル。基データが存在しない海域には近傍の水深データから補間した
推定値を収録

※DEMデータ：数値標高モデル（Digital Elevation Model) 。地形のデジタル表現であり、ビット
マップ画像（正方形が集まった格子）やTINで表現。



対象範囲 データ名（番号はデータ使用の優先順位）
メッシュ

サイズ
作成・整備

機関

陸域全体

①基盤地図情報（数値標高モデル：5ｍレーザ） 5ｍ

国土地理院

②精密基盤標高データ 5ｍ
③河川LPデータ※および砂防LPデータ 5ｍ

④海岸における３Ｄ電子地図 2ｍ
⑦基盤地図情報（数値標高モデル：5ｍ写真） 5ｍ
⑨基盤地図情報（数値標高モデル：10ｍ） 10ｍ
⑤航空レーザ測量(LP)データ（直轄河川） 2ｍ

国土交通省
⑤航空レーザ測量(LP)データ（海岸域） 2ｍ

河川・湖沼域のみ

⑤航空レーザ測量(LP)データ（直轄河川） 2ｍ
国土交通省

河川縦横断測量成果（直轄河川） －
河川縦横断測量成果（県管理河川） － 各都府県
湖沼図 － 国土地理院

陸域全体
⑥都府県提供メッシュデータ

⑧都府県提供メッシュデータ

50ｍ未満
各都府県

50ｍ

表4.2 陸域の地形メッシュデータの作成に用いる資料

※LP：レーザプロファイラーの略。

（参考）

航空レーザ測量による数値標高モデル（ＤＥＭ）作成マニュアル（案）（国土地理院、平成１８年４
月）より
LPデータでは、下表データを取り除いている。
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LPデータが存在する範囲の
末端を海・陸境界とした。

LPデータがない場合には、基盤地図情
報の海岸線の位置を海・陸境界とした。

図4.1 海陸境界付近での国土地理院河川LPデータおよび砂防LPデータと
1/25000地形図（基盤地図情報：数値標高モデル10mの元データ）の比較
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図3.5の範囲



図3-1、図3-2と同じ範囲

図4.2 作成した地形データの標高分布の例
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図4.3 作成した地形データの標高断面の例
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50mメッシュ

10mメッシュ

図4.4 10mメッシュと50mメッシュの比較（陸域）
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図4.5 10mメッシュと50mメッシュの比較
71

標高：一律2.0m
「数値地図50mメッシュ(標高) (国土地理院)」使用

標高：3.0m～5.5m程度
「河川LP(2009)」使用

50mメッシュ

10mメッシュ



直轄河川

直轄以外の河川

図4.6 メッシュデータを作成した河川とメッシュ作成範囲
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図5.2 全ケースの各市町村の津波高の最高値の比較

図5.3 ケース③の津波高の計算結果全データの比較
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図5.4 本推計10mメッシュの津波高と一次報告50mメッシュの津波高が異なる地点の例（１）

静岡県下田市
本推計 10ｍメッシュ （ケース１：31ｍ）

１次報告 50mメッシュ（ケース１：25.3ｍ）
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三重県尾鷲市
本推計 10mメッシュ （ケース２：14ｍ）

１次報告 50mメッシュ（ケース２：24.5ｍ）

図5.5 本推計10mメッシュの津波高と一次報告50mメッシュの津波高が異なる地点の例（２）
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図5.6 津波高（満潮時）
各市町村の津波高の最高値と津波高の平均値の比較【基本的なケース】

【基本的な検討ケース】（計５ケース）
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図5.7 津波高（満潮時）
各市町村の津波高の最高値と津波高の平均値の比較【その他派生的な検討ケース】

【その他派生的な検討ケース】（計６ケース）
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ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ ケース⑨ ケース⑩ ケース⑪ 最大値
（ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ）

茨城県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

千葉県 7 4 4 4 4 7 4 7 5 4 4 7
東京都（区部） 3 3 2 2 2 3 2 2 2 2 2 3

東京都（島嶼部） 15 6 5 7 8 15 6 15 8 5 7 15
神奈川県 7 4 4 3 4 7 4 8 4 4 4 8
静岡県 15 9 8 7 7 15 8 15 8 8 7 15
愛知県 7 5 5 4 4 7 5 6 7 4 4 7
三重県 10 12 7 7 8 13 13 12 8 12 7 13
大阪府 4 4 5 4 4 4 4 4 4 5 4 5
兵庫県 4 4 5 5 4 4 4 4 4 5 4 5

和歌山県 9 11 14 10 12 9 11 11 10 11 10 14
岡山県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
広島県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
山口県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
徳島県 6 9 14 10 7 6 9 9 12 9 11 14
香川県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
愛媛県 7 7 6 7 10 7 7 7 6 7 10 10
高知県 11 11 12 19 19 11 11 11 13 16 13 19
福岡県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
長崎県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
熊本県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
大分県 6 6 6 6 8 6 6 6 6 6 8 8
宮崎県 11 11 11 10 11 11 11 11 11 10 12 12

鹿児島県 5 5 5 6 7 5 5 5 5 5 7 7
沖縄県 3 3 3 3 3 3 2 3 3 3 3 3
全域 15 12 14 19 19 15 13 15 13 16 13 19

都道府県名

表5.1 ケース別 市町村平均津波高（満潮位・地殻変動考慮）の各都府県内最大値

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ ケース⑨ ケース⑩ ケース⑪ 最大値
（ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ）

茨城県 5 4 4 4 5 6 4 5 4 4 4 6

千葉県 10 8 8 6 5 11 8 11 9 7 7 11
東京都（区部） 3 3 2 2 2 3 3 2 2 2 2 3

東京都（島嶼部） 31 13 12 16 20 31 12 31 16 13 16 31
神奈川県 9 5 5 4 4 10 4 10 5 5 5 10
静岡県 31 19 12 11 10 31 14 33 12 11 11 33
愛知県 22 14 9 8 8 19 9 14 18 8 8 22
三重県 27 23 15 14 13 22 26 15 21 15 13 27
大阪府 4 5 5 5 5 4 5 5 5 5 5 5
兵庫県 6 7 9 7 7 5 7 7 7 8 7 9

和歌山県 12 19 19 13 18 16 20 19 18 19 13 20
岡山県 3 4 4 4 4 3 4 4 4 4 4 4
広島県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
山口県 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
徳島県 11 15 24 15 12 10 15 15 21 15 20 24
香川県 4 4 4 5 5 4 4 4 4 4 4 5
愛媛県 9 9 9 11 20 9 9 9 9 11 21 21
高知県 17 18 22 34 34 17 18 18 23 25 27 34
福岡県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
長崎県 3 3 3 4 4 3 3 3 3 3 4 4
熊本県 3 3 3 4 4 3 3 3 3 4 4 4
大分県 11 11 10 11 14 11 11 10 10 10 15 15
宮崎県 15 15 14 17 15 15 15 15 14 16 15 17

鹿児島県 8 8 8 10 11 8 8 8 8 8 13 13
沖縄県 4 4 4 4 4 5 4 4 5 4 4 5
全域 31 23 24 34 34 31 26 33 23 25 27 34

都道府県名

表5.2 都府県別ケース別 最大津波高（満潮位・地殻変動考慮）
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高知県土佐清水市
〔津波高さ：34ｍ（ケース５）〕

図6.2 単独発生の場合の津波高

図5.8 津波高が高くなっている箇所の例（30m以上）
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高知県幡多郡黒潮町
〔津波高さ：34ｍ（ケース４）〕

図5.9 津波高が高くなっている箇所の例（30m以上）
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高知県高岡郡四万十町
〔津波高さ：31ｍ（ケース４）〕

図5.10 津波高が高くなっている箇所の例（30m）
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静岡県下田市
〔津波高さ：31ｍ（ケース１）〕

図5.11 津波高が高くなっている箇所の例(30m)
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東京都新島村
〔津波高さ：31ｍ（ケース１）〕

図5.12 津波高が高くなっている箇所の例(30m)



図6.1 検討する津波断層モデル
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東側モデルの断層すべり量
〔Ｍ8.55〕

西側モデルの断層すべり量
〔Ｍ8.86〕



図6.2 単独発生の場合の津波高
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東側モデルの津波高

西側モデルの津波高



図6.3 線形重ね合せの確認
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図6.4(1) 東側モデルと西側モデルが同時発生した場合
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津波高

同時発生した場合の津波高
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(2) 東側モデルの5分後に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（5分後に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(3) 東側モデルの10分後に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（10分後に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(4) 東側モデルの15分後に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（15分後に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(5 東側モデルの20分後に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（20分後に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(6) 東側モデルの40分後に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（40分後に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(7) 東側モデルの5分前に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（5分前に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(8) 東側モデルの10分前に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（10分前に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(9) 東側モデルの15分前に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（15分前に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(10) 東側モデルの20分前に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（20分前に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.4(11) 東側モデルの40分前に西側モデルが発生した場合
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津波高

津波高（40分前に西側モデルが発生）
－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）



図6.5(1) 線形重ね合わせによる検討（1）
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東側モデルが先に発生するとした場合の

津波高が最大となる発生時間差

※時間差が１時間以上・津波高の差が１ｍ以上の範囲のみ表示

線形重ね合せによる最大津波高

※時間差が１時間以上・津波高の差が１ｍ以上の範囲のみ表示



図6.5(2) 線形重ね合わせによる検討（2）
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津波高（線形重ね合せ）－11ケースの最大の高さ（3/31公表値）

※時間差が１時間以上・津波高の差が１ｍ以上の範囲のみ表示
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